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Ⅰ はじめに 

近年、胎児期や小児期の環境曝露が発達や健

康に及ぼす影響に対する関心が、世界的に高まっ

ている。特に 1990年代以降、環境化学物質、微

量金属、内分泌かく乱物質、大気汚染などのばく

露が、発達障害、アレルギー疾患、代謝異常など

に関与する可能性が指摘されてきた。このような

背景のもと、環境要因と小児の健康との関連を科

学的に検証し、政策や社会に還元することを目的

として、多くの国で大規模出生コホート研究が開

始された。 

国際的には、1997年のG8環境大臣会合におい

て採択された「マイアミ宣言」にて、小児の環境

保健を優先課題として位置づけられたことが重要

な転機となった 1)。その後、2009年のG8環境大

臣会合においても、小児の環境保健の重要性が改

めて確認され、国際協力を強化する方針が示され

た 2)。 

この世界的流れを受け、日本では 2008年に環

境省が専門家によるワーキンググループを設置し、

国の主導による長期出生コホート研究の設計を開

始した 3)。2010年に基本計画が策定され、翌 2011

年には世界でも最大規模の出生コホート研究であ

る「子どもの健康と環境に関する全国調査（エコ

チル調査）」が正式に始動した 4)。本調査は単なる

疫学的研究にとどまらず、科学的根拠を構築する

ことで政策形成、科学教育、社会的意識改革を包

含する国家的プロジェクトとしての側面を併せ持

っている。 

 

Ⅱ 子どもの環境保健をめぐる国際的動向 

出生コホート研究の歴史は 1958年に英国で開

始された National Child Development Study

（NCDS）に遡る 5)。その後、環境ばく露を中心

に据えた国家プロジェクトとして、主に 6つの大

規模研究が展開された。 

デンマークの Danish National Birth Cohort

（DNBC）は 1996年に開始され、約 10万組の母

子を対象に環境・遺伝・生活習慣要因を追跡して

いる 6)。ノルウェーの Norwegian Mother and 

Child Cohort Study（MoBa）は 1999年に開始さ

れ、約 11万組の母子を対象に食品・化学物質ば

く露と神経発達・免疫疾患などの関連を体系的に

評価している 7)。これら北欧におけるコホートの

特徴として、国家レジストリとの連携による追跡

精度の高さ、倫理的合意形成の明確さ、研究の継

続性が挙げられる。 

一方、米国の National Children’s Study

（NCS）は 2009年に約 10万組の追跡を目標と

して始動したが、運営体制の複雑さや予算超過に

より、2014年に中止された 8)。英国の Life Study 

も 2014年に始動したものの、参加者募集の難航

により短期間で終了している 9)。これらの経験は、

長期コホート研究の成功には、強固な中央統括機

構、安定的財政基盤、そして国民の理解と信頼が

不可欠であることを示している。 

アジアでは、韓国が 2015年に Korean 

Children’s Environmental Health Study

（Ko-CHENS）を開始し、6万 5千組規模の追跡

を継続している 10)。日本のエコチル調査と並び、

東アジア地域における環境と健康研究の国際比較

基盤の形成に寄与している。 

 

Ⅲ エコチル調査の概要と研究体制 

エコチル調査は、化学物質などの環境要因が子

どもの成長や健康に与える影響を明らかにするこ

とを目的とし、子どもが健やかに成長できる環境、

および安心して子育てができる社会の実現を目指

している。研究デザインは前向きコホートであり、

妊娠中に参加同意を得た母親とその子どもを追跡

している。 

研究体制としては、国立環境研究所（NIES）

に設置された「コアセンター」が研究の中核を担

い、国立成育医療研究センター（NCCHD）に設

置された「メディカルサポートセンター」が臨床

医学的支援を行っている。また、全国 15地域、

23の大学・研究機関で構成される「ユニットセン

ター」が地域の調査実施および試料収集を行い、

得られたデータは統一プロトコルに基づき一元管

理されている 11)。 

エコチル調査は全体調査と詳細調査の二つから

構成される。全体調査は約 10万組の母子を対象

とし、質問紙調査や生体試料を収集している。一

方、詳細調査は全体調査参加者から約 5,000組を

無作為抽出し、環境測定、精神発達検査、医学的

検査など、より精緻な評価を含む調査を実施して
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いる 12)。主要な研究テーマは、化学物質ばく露が

妊娠、生殖、発達などに及ぼす影響を検証する「中

心仮説」と、それ以外の環境要因を扱う「中心仮

説外」の研究に大別される。 

なお、当初の研究計画では小児期から学童期

（13歳に達するまで）を追跡期間としていたが、

2022年に開催された外部有識者による「健康と環

境に関する疫学調査検討会」において、ライフコ

ースアプローチの重要性、施策立案に資する基盤

としてのプラットフォーム、国際比較研究として

の国際貢献への観点などから、青年期および成人

期にかけての調査の継続実施が提言された 13)。こ

れを受け、2023年 3月には研究計画が大幅に改

定され、再同意取得の手続き、調査内容、調査方

法、データ管理体制などの見直しが行われ、転換

期を迎えた。 

 

Ⅳ データ収集の特徴 

エコチル調査の大きな特徴は、全国規模で統一

された調査フレームに基づき、多様なデータを縦

断的に収集している点にある。 

全体調査では、妊娠期に生活習慣、栄養状態、

身体・精神状況、社会環境などに関する質問紙情

報に加え、周産期に関する医師記入情報や母子手

帳情報などを取得している。出生後は、0～6歳ま

で半年ごと、7〜12歳は年 2回の質問紙調査を実

施し、母親情報に加えて子どもに関する情報も収

集している。研究計画の改定に伴い、13歳以降は

質問紙調査からWeb調査へ移行し、デジタルツ

ールを活用した効率的なデータ取得体制が構築さ

れた。さらに、小学 2年および 6年では学童期検

査として、体格測定、採血、尿検査などの医学的

評価と、指先の動きや集中力などをみる発達検査

を実施している。 

詳細調査では、家庭訪問による住環境測定に加

え、発達検査（新版K式、WISC、CATなど）、

バイタル測定、身体所見評価などを行い、より精

密なデータ収集を行っている。生体試料としては、

臍帯血、母乳、毛髪、乳歯など多種類の試料を採

取し、化学物質濃度測定や遺伝子解析の基盤とし

ている。 

このような大規模かつ多層データはエコチル調

査の最大の資産であり、日本の母集団を反映して

いる点からも、一般化可能性の高いデータベース

となっている。さらに、社会環境層、家庭層、個

人層、生体層、分子層と多層データ構造を有する

ことで、複雑な因果構造の解析を可能としている。

加えて、データ品質を担保するため、質問紙の標

準化、データ入力プロセスにおける検証、評価者

トレーニング、バイオサンプルのトレーサビリテ

ィなども整備されている。倫理面においても、倫

理審査、インフォームド・コンセント、個人情報

保護、データセキュリティなどに関する体制が適

切に構築されており、これらの取り組みにより国

際的にも一定の信頼性が確保されている。 

 

Ⅴ 主な研究成果と社会への還元 

エコチル調査の学術成果は 2025年 9月末時点

で 554編の学術論文を発表しており、そのうち中

心仮説に関する論文は 77編（13.9％）を占めてい

る。 

エコチル調査の成果は、社会還元の観点でも重

要である。具体的には、食物アレルギーの分野に

おいて「食物アレルギーの診療の手引き 2020」の

作成に寄与している。また、「食物アレルギー診療

ガイドライン 2021」や「アトピー性皮膚炎診療ガ

イドライン 2021」の策定にも貢献している 14)。

さらに、発達スクリーニングツールの標準化にも

貢献しており、「日本語版発達検査スクリーニング

質問紙（日本語版ASQ-3）」の基準値作成に際し

て、エコチル調査のパイロットデータが活用され

ている。妊婦や子どもの健康指針においても「妊

娠中の体重増加曲線（妊娠前BMI別）」のモデル

作成に貢献している 15)。 

子どもと環境に関わるテーマは社会的関心も高

く、またセンシティブな領域であることから、成

果発信には慎重な情報設計が求められる。研究者、

行政、メディア、一般市民の間に生じうる情報ギ

ャップを適切に埋めるため、継続的かつ双方向的

な科学コミュニケーションの強化が不可欠である。

また、得られた科学的成果は、信頼性の高いデー

タに基づくため、誤情報や解釈の誤解が生じた場

合の社会的影響についても留意する必要がある。

そのため、エコチル調査では成果発表の前に複数

段階の確認プロセスを設け、解釈の誤解の防止に

努めている。科学的成果を社会に的確に伝えるこ

とは、単なる広報活動にとどまらず公共的意義を

確保するうえでも重要である。 
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我々甲信ユニットセンターでは、全国約 10万

組の母子を対象とする本調査のうち、約 4500組

を追跡している。また、コアセンターの承認を得

たうえで、エコチル調査の参加者を対象として実

施している追加調査研究は現在13種類におよぶ。

甲信ユニットセンターにおける学術成果は 2025

年 9月末時点で 56偏の学術論文を発表しており、

そのうち中心仮説に関する論文は 4編（7.1％）を

占めている。当ユニットセンターでは、これらの

成果を参加者や一般市民に還元するため、ホーム

ページ、ニューズレター、年次報告書、地域運営

協議会などを通じて、調査の進捗や成果をわかり

やすく伝える取り組みを行っている。 

 

Ⅵ 継続率維持に関する諸課題 

長期コホート研究の最大の課題の一つは、いか

に参加者の継続率を維持するかである。エコチル

調査では、4年間にわたるリクルート期間を経て、

現在、対象児は 11～14歳に達している。他の大

規模コホート研究と比較しても、エコチル調査の

追跡率は 91.6％（2025年 9月末時点）と比較的

高い水準で推移している。しかし、コホート研究

では家庭環境の変化、転居、調査への関心低下な

どにより一定の脱落は避けられず、継続率の維持

は常に重要な課題である 16) 17)。さらに、同調査で

は青年期への移行段階に入り、新たな課題が継続

率に影響を及ぼしている。 

第一に、「研究計画の変更に対する理解」である。

当初 13歳時点での調査終了とする計画から継続

方針への変更に伴い、再同意の取得が必要となっ

た。これは、対象児が中学校に入学する年であり、

生活リズムや家庭状況の変化が大きい時期と重な

るため、継続を負担に感じる参加者も少なくない。

2023～2026年にかけて実施されている再同意で

は、未回答層は「離脱予備群」として慎重な対応

が求められる。未回答の背景には、説明理解の不

足、調査疲れ、デジタル手続きへの困難さなど多

様な要因が想定されるため、参加者の特性に応じ

た層別化された対応が求められる。 

第二に、「専用アプリ導入とデジタルリテラシー

の課題」である。エコチル調査では、2023年の研

究計画書の改訂を機に、参加者の利便性向上とデ

ータ収集の効率化を目的として、専用アプリを用

いた再同意取得およびWeb質問票への移行が段

階的に進められている。効率性向上という利点が

ある一方、参加者のデジタルリテラシーの格差が

継続率に影響を及ぼす可能性がある 18) 19)。ログイ

ン操作やパスワード管理、アプリ内同意手続き、

Web質問票回答など、デジタル環境での一連の作

業は、不得意な層にとっては負担となり得る。ま

た、家庭環境が複雑な場合には、こうした手続き

に対するサポートの必要性が一層高まる。これま

でユニットセンターは、妊娠期から周産期、そし

て子どもの成長過程において、参加者との信頼関

係を丁寧に構築してきた。したがって、単にシス

テム環境や技術サポートを提供するだけでなく、

参加者の多様な背景に寄り添った支援や、双方向

的なコミュニケーションに基づくサポートの継

続・強化が求められる。デジタルリテラシー格差

に起因する参加者バイアスを最小化するうえでも

重要な課題である。 

第三に、「子ども本人の意思表示の尊重」である。

胎児期から追跡してきた参加者が青年期に差しか

かることで、研究参加の意思決定の主体は母親か

ら子ども本人へ移行していく 20) 21)。エコチル調査

では、13歳までは保護者による代諾、13～18歳

の期間は代諾を基本としつつ、16歳以降は本人か

らの意思表示を取得するという段階的プロセスを

明示し、オープン・フューチャーに対応している
22)。しかし、「同意能力」は年齢のみで一律に判断

できず、理解力や判断力の成熟度、説明内容の把

握状況など、個々の状況に応じた評価も求められ

る 23) 24)。本人が研究の意義を十分に理解しないま

ま拒否を選択するケースや、保護者との意思不一

致が生じるケースも想定され、倫理的な配慮と慎

重な対応が求められる。現在、エコチル調査では

子ども本人の同意取得に関する具体的手法につい

て関係者間での検討が進められている。 

第四に、「参加者モチベーションの維持」である。

長期追跡研究においては、参加者が「調査に参加

する意義」をどの程度実感できるかが継続率に大

きく影響する 25) 26)。エコチル調査では、研究成果

が蓄積され、社会的評価も得られつつあるが、参

加者が自らの生活や健康に関し、研究成果を実感

できる場面は多くない。加えて、青年期以降は活

動範囲の拡大や関心の多様化によって、調査参加

の優先順位が下がりやすい年齢特性も影響すると

考える。このため、参加者が研究成果を“自分ご
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と化”できるよう、わかりやすい成果報告、動画

やアプリコンテンツを用いた情報発信、地域イベ

ントの開催、学校連携型プログラムなど、多角的

なアプローチが求められる。コアセンターおよび

各ユニットセンターでは、研究成果の可視化や参

加者エンゲージメント向上に向けた取り組みが進

められており、これらは継続率の維持だけでなく、

参加者の科学リテラシー向上にも寄与することが

期待される。 

胎児期からのコホート研究は公衆衛生上きわめ

て重要であるが、成人期への移行期における「本

人の意思表示の尊重」は、単なる手続き上の問題

にとどまらず、参加者の自立性やオープン・フュ

ーチャーといった根源的な価値に関わる課題であ

る。本人の研究参加意思決定の過程は、権利の理

解、科学的思考、社会参画の理解などを育む教育

的機会ともなり得る 27) 28)。「自分はなぜ研究に参

加しているのか」「研究にはどのような社会的意義

があるのか」を本人が理解できるよう、母親主体

のアプローチから子ども主体のアプローチへの転

換が進められている。 

国際的にも研究対象者を単なるデータ提供者と

してではなく、主体的パートナーとして位置づけ

る動向が拡大している 29)。欧州のBirthcohorts.net

やUK Biobank for Childrenでは、参加者向け教

育プログラムが充実しており、参加者向け教育プ

ログラムを充実させ、参加者自身が研究目的や成

果を理解できるしくみが整備されている 30)。これ

らの取り組みは、研究への信頼醸成だけでなく、

科学リテラシーの向上や次世代研究者の育成にも

貢献すると考えられる。 

 

Ⅶ 結語 

エコチル調査は開始から 14年を経て、世界的

にも最大規模の長期出生コホートとして成熟期を

迎えつつある。今後は、青年期から成人期にかけ

ての追跡により、慢性疾患の発症リスクや社会的

健康決定要因といったライフコース上の重要課題

を明らかにする段階へと進む。また、将来的に国

際的なコホートとの連携による比較研究やデータ

統合解析の推進により、より高い国際協調性をも

った研究基盤の構築も期待される。さらに、研究

成果の社会実装を視野に入れた情報発信の強化も

不可欠である。政策立案への科学的エビデンスの

提供のみならず、一般市民が自らの生活において

健康行動と結び付けられるような知識の普及やコ

ミュニケーション戦略が求められる。これらの取

り組みは、単に科学的知見の蓄積にとどまらず、

「子どもを中心に据えた社会づくり」の実践に貢

献するものであると考える。今後、科学、教育、

政策、市民社会が協調し、次世代の健康と環境を

守るための基盤をいかに強固なものとするかが重

要な課題となる。本調査においては、現在直面し

ている課題、そして将来的に顕在化するであろう

課題に対し、継続的かつ戦略的に取り組んでいき

たい。 
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